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１．著作物 

[3] 文化庁案「著作権審議会第六小委員会（コンピュータ・ソフトウェア関係） 

       中間報告」（18） 

Ⅴ 権利の制限 

三 プログラムの複製、翻案等について権利者の許諾を得られない場合の措置を設け

ることの必要性について【３】 

プログラムの複製、翻案等を強制許諾させる新たな制度を設ける必要性について、検

討されている。 
結論としては、①著作権は特許権とは異なり、既存のものと同一又は類似のものであ

っても独自に開発すれば権利侵害とはならないこと、そのため、もし一般的な強制許諾

制度（著作権法第６７条、第６８条、第６９条、第７０条）を導入すれば、製作する者

がプログラムの権利を保護する意識が減退して開発する意欲を失う危険性があること、

②公益的見地から、プログラムについて限られた範囲内において強制許諾制度を設ける

ことを考えるべきであることとしている。 
また、プログラムの利用実態から、特許権のような裁定制度を導入すべきであるとい

う意見も示されている。 
ベルヌ条約第９条第２項には、「特別の場合について第１項の著作物の複製を認める

権能は、同盟国の立法に留保される。ただし、そのような複製が当該著作物の通常の利

用を妨げず、かつ、その著作者の正当な利益を不当に害しないことを条件とする。」と

している。よって、複製が当該著作物の通常の利用を妨げず、かつ、その著作者の正当

な利益を不当に害しないことを条件にして、「限られた範囲内であれば条約上可能であ

る」としている。 
なお、ベルヌ条約および万国著作権条約には、発展途上国に限って著作権の複製及び

翻訳に関する一般的な強制許諾が定められている。そのため、発展途上国の個人や企業

を相手にする場合、プログラムの複製についても一般的な強制許諾制度が適用される。 
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